
川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・安全対策支援事業費補助金交付要綱 

  

(趣旨) 

第１条 この要綱は、送迎時における幼児・児童等の安全確保に向けた指定児童発達支援

事業所(児童発達支援センターを含む)及び放課後等デイサービス事業所の取組を強化す

ることを目的として、事業者が行う事業に要する経費に対し、予算の範囲内において補

助金を交付することについて、川崎市補助金等の交付に関する規則(平成１３年３月２

１日規則第７号。以下「規則」という。)に規定するもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 

(定義) 

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号の定めるところによる。 

(１) 「事業所」とは、事業者が設置する指定児童発達支援事業所(児童発達支援センタ

ーを含む)及び放課後等デイサービス事業所をいう。 

(２) 「送迎用バス」とは、送迎を目的に日常的に運行する自動車であって、２列シート

以下の自動車又は常時２列目までしか使用しない自動車以外のものをいう。 

(補助の対象) 

第３条 補助の対象とする施設は、事業者が川崎市内に設置する事業所とする。 

２ 補助の対象とする事業は、こどもの安心・安全対策支援事業実施要綱(令和５年２月

２８日障発０２２８第３号)３の①に掲げる事業とする。 

３ 補助の対象は、送迎用バスに係る国土交通省が策定したガイドラインに定める性能基

準を満たした装置で、次に掲げる経費とする。 

 (１) 購入費(装置・機器の運搬費、装置・機器の設置・据え付け費、工事費を含む) 

 (２) リース料（ただし令和４年度末までのものとする） 

 (３) 導入費用(装置の導入に伴うバスのリースや委託費の追加費用) 

(補助額の算出方法等) 

第４条 補助額は、前条第３項に係る経費から寄付金その他の収入の額を控除した額を限

度とし、送迎用バス１台当たり１７５，０００円を上限額とする。 

  (申請書の提出期日等) 

第５条 規則第３条第１項の規定により市長が定める補助金交付申請書の提出期限は、市

長が定める期日とする。 

２ 規則第３条第１項の規定により補助金の交付を受けようとする者が提出する書類は、

川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・安全対策支援事業補助金交付申請

書(第１号様式)を用いるものとする。 

３ 補助金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、前項の申請を行うに

あたって、消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、当該補助金に

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額(補助対象経費に含まれる消費税及び地



方消費税相当額のうち、消費税法(昭和６３年法律第１０８号)に規定する仕入れに係る

消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法(昭和２５年法律第２２

６号)の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助対象経費に占め

る補助金の割合を乗じて得た金額をいう。以下同じ。)を減額して交付申請するととも

に、その計算方法や積算の内訳等を記載した書類を申請書に添えて提出しなければなら

ない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除

税額が明らかでないものについては、この限りではない。 

４ 市長は、第２項、第３項の規定による交付の申請があった時は、申請書類を審査し、

適正と認める場合には、川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・安全対策

支援事業補助金交付決定通知書（第２号様式）をもって、交付を決定する。 

(暴力団排除) 

第６条 川崎市暴力団排除条例第８条の規定に基づき、申請者が次の各号に該当する場合

は、補助金交付の対象としない。 

(１) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員 

(２) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団 

(３) 法人にあっては、代表者又は役員のうちに第１号に規定する暴力団員に該当する者

があるもの 

(４) 法人格を持たない団体にあっては、代表者が第１号に規定する暴力団員に該当する

もの 

２ 市長は、申請者又は補助金の交付を受けた者(以下「補助事業者」という。)が、前項

各号のいずれかに該当するか否かを神奈川市警察本部長に対して確認を行うことができ

る。ただし、当該確認のために個人情報を神奈川市警察本部長に提供するときは、神奈

川市警察本部長に対して当該確認を行うことについて、当該個人情報の本人の同意を得

るものとする。 

３ 市長は、補助事業者が第１項各号のいずれかに該当するときは、交付決定の全部又は

一部を取り消すことができる。 

(補助事業の遂行) 

第７条 補助事業者は、規則及びこの要綱の定めるところに従い、補助事業を遂行するた

めに契約を締結し、また支払いを行う場合には、公正かつ最小の費用で最大の効果を上

げ得るよう経費の効率的使用に努めなければならない。 

(交付条件) 

第８条 規則第５条の規定による条件は、次のとおりとする。 

(１) 補助事業の内容を変更する場合は、すみやかに市長の承認を受けなければならな

い。ただし軽微な変更については、この限りでない。 

(２) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、すみやかに市長の承認を受けな

ければならない。 



(３) 補助事業が予定の期間に完了する見込みのない場合若しくは完了しない場合又は補

助事業の遂行が困難となった場合は、すみやかに市長に報告し、その指示を受けなけ

ればならない。 

(４) 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ当該収入及び支出に

ついての証拠書類を整備保管し、これを当該補助事業の完了の日(事業の中止又は廃

止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日)の属する市の会計年度の翌年度か

ら５年間保存しておかなければならない。ただし、財産処分の制限のある財産に関す

るものについては、これにかかわらず処分終了までの期間保存しなければならない。 

(５) 補助事業者が法人その他の団体である場合であって、補助事業に係る帳簿及び証拠

書類の保存期間が満了しない間に当該団体が解散する場合は、その権利義務を継承す

る者(権利義務を継承する者がいない場合は市長)に当該帳簿及び証拠書類を引き継が

なければならない。 

(６) 補助事業により取得し又は効用の増加した財産(以下「取得財産等」という。)のう

ち、一個又は一組の取得価格が５０万以上の財産については、減価償却資産の耐用年

数等に関する省令(昭和４０年大蔵省令第１５号)で定める耐用年数を経過するまで、

市長の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して、使用し、譲渡し、交換

し、貸付、担保に供し、取壊し又は廃棄してはならない。 

(７) 取得財産等を処分することにより収入があり、又はあると見込まれるときは、市長

はその収入の全部又は一部を納付させることがある。 

(８) 取得財産等については、補助事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって

管理し、補助金交付の目的に従ってその効率的運用を図らなければならない。 

(９) その他規則及びこの要綱の定めに従わなければならない。 

(１０) 補助事業者が(１)から(９)により付した条件に違反した場合には、この補助金の

全部又は一部を市に納付させることがある。 

(１１) 本事業と対象経費を重複して他の補助金等の交付を受けてはならない。 

(変更の承認) 

第９条 前条第１号及び第２号の規定に基づく市長の承認を受けようとする場合は、川崎

市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・安全対策支援事業補助金に係る事業の

変更承認申請書（第３号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ この補助金の交付決定後に補助対象額の変更により、変更交付申請を行う場合には、

第３号様式により、関係書類を添付して市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前２項の規定による変更の申請があった時は、申請書類を審査し、適正と認

める場合には、川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・安全対策支援事業

補助金に係る事業の変更承認決定通知書（第４号様式）をもって変更の承認を決定す

る。 
(申請の取り下げのできる期間) 



第１０条 規則第７条第１項の規定により申請の取り下げのできる期間は、交付の決定の

通知を受理した日から１０日を経過した日までとする。 

(状況報告) 

第１１条 規則第１８条の規定による状況報告を市長が求めた場合は、市長が別に定める

期日までに提出しなければならない。 

(実績報告、補助金交付の時期) 

第１２条 規則第１１条の規定による実績報告は、川崎市児童発達支援及び放課後等デイ

サービス安心・安全対策支援事業補助金交付に係る事業実績報告書（第５号様式）に関

係書類を添えて、事業完了の日から３０日を経過した日又は市長が別に定める期日のい

ずれか早い期日までに行わなければならない。 

２ 消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、補助事業者は、前項の

実績報告書を提出するにあたって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告するとともに、その計

算方法や積算の内訳等を記載した書類を報告書に添えて提出しなければならない。 

３ 補助金を交付する時期は、第１項で定める報告書の提出を受け内容を審査をした結

果、第５条第４項で定める交付決定通知書と補助金額に変更がないと確認したとき又は

変更がある場合に川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・安全対策支援事

業補助金交付額確定通知書（第６号様式）で補助金の確定額を通知した後とする。 

(消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還) 

第１３条 消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、補助事業者は、

実績報告後に消費税の申告により当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控

除税額が確定した場合には、川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・安全

対策支援事業補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（第７号様

式）により、すみやかに市長に対して報告しなければならない。なお、補助事業者が全

国的に事業を展開する組織の一支部又は一支社及び一支所等であって、自ら消費税及び

地方消費税の申告を行わず、本部または本社及び本所等で消費税及び地方消費税の申告

を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

２ 市長は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額の全

部又は一部の返還を命ずるものとする。 

(実施細目) 

第１４条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、補助金交付等に関し必要な事項は別に

定める。 

(届出事項) 

第１５条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、すみやかに文書をもつ

てその旨を市長に届け出なければならない。 

(１) 住所又は氏名を変更したとき。 



(２) その他市長が必要と認めたとき。 

 

 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月３日から施行し、令和４年９月５日から適用する。 
  



第１号様式 
  年  月  日  

（宛先）川崎市長 
住所      
法人名     
代表者職氏名            

 
川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・安全対策支援事業補助金

交付申請書 
 
川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・安全対策支援事業補助金について、

次のとおり関係書類を添えて申請します。 
 
 対象事業所 

   事業所番号                 
   事業所名                  
   サービス種別                
 
 添付書類 
（１） 事業計画書 
（２） 自動車検査証の写し 
（３） 駐車している場所が分かる書類 
（４） その他市長が必要と認めた書類 
  



第２号様式 
川崎市指令   第  号  

 年  月  日  
住所      
法人名     
代表者職氏名  

川崎市長       印 
 

川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・安全対策支援事業補助金

交付決定通知書 
 
   年  月  日付けで申請がありました川崎市児童発達支援及び放課後等デイサー

ビス安心・安全対策支援事業補助金につきましては、次の条件を付けて交付します。 
 

補助金交付決定額  金             円 
 
(１) 補助事業の内容を変更する場合は、すみやかに市長の承認を受けなければならない。

ただし軽微な変更については、この限りでない。 
(２) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、すみやかに市長の承認を受けなけ

ればならない。 
(３) 補助事業が予定の期間に完了する見込みのない場合若しくは完了しない場合又は補助

事業の遂行が困難となった場合は、すみやかに市長に報告し、その指示を受けなければ

ならない。 
(４) 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ当該収入及び支出につ

いての証拠書類を整備保管し、これを当該補助事業の完了の日（事業の中止又は廃止の

承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する市の会計年度の翌年度から５年

間保存しておかなければならない。ただし、財産処分の制限のある財産に関するものに

ついては、これにかかわらず処分終了までの期間保存しなければならない。 
(５) 補助事業者が法人その他の団体である場合であって、補助事業に係る帳簿及び証拠書

類の保存期間が満了しない間に当該団体が解散する場合は、その権利義務を継承する者

（権利義務を継承する者がいない場合は市長）に当該帳簿及び証拠書類を引き継がなけ

ればならない。 
(６) 補助事業により取得し又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）のうち、

一個又は一組の取得価格が３０万以上の財産については、減価償却資産の耐用年数等に

関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める耐用年数を経過するまで、市長の

承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して、使用し、譲渡し、交換し、貸付、



担保に供し、取壊し又は廃棄してはならない。 
(７) 取得財産等を処分することにより収入があり、又はあると見込まれるときは、市長は

その収入の全部又は一部を納付させることがある。 
(８) 取得財産等については、補助事業の完了後においても善良な管理者の注意をもって管

理し、補助金交付の目的に従ってその効率的運用を図らなければならない。 
(９) その他規則及びこの要綱の定めに従わなければならない。 
(１０) 補助事業者が（１）から（９）により付した条件に違反した場合には、この補助金の

全部又は一部を市に納付させることがある。 
(１１) 本事業と対象経費を重複して他の補助金等の交付を受けてはならない。 
  



第３号様式 
 

   年  月  日  
 

（宛先）川崎市長 
 

住所 
法人名 

   代表者職氏名            
 
 

川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・安全対策支援事業補助金

に係る事業の変更承認申請書 
 
   年  月  日  川崎市指令健障施第  号で交付決定がありました、川崎市児童発

達支援及び放課後等デイサービス安心・安全対策支援事業補助金に係る事業について、次の

とおり、事業変更し、承認を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 
 

１ 施設、事業所名 

 

２ 事業の変更の内容 

 

３ 事業の変更理由 

 

４ 添付書類 
 
  



第４号様式 
 

第  号  
年  月  日  

 
住所      
法人名     
代表者職氏名  
 
 

川崎市長           印 
 
 

川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・安全対策支援事業補助金

に係る事業の変更承認決定通知書 
 

年  月  日付けで申請がありました川崎市児童発達支援及び放課後等デイサー

ビス安心・安全対策支援事業補助金に係る事業の変更承認申請について、次のとおり決定

しましたので、通知します。 
 
 
１ 決定内容 
 
 
２ 変更事項 
 
 
３ 承認条件 
 
 
 
  



第５号様式 
 

  年  月  日  
 

（宛先）川崎市長 
 

住所      
法人名     
代表者職氏名            

 
 

川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・安全対策支援事業補助金

交付に係る事業実績報告書 
 

川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・安全対策支援事業補助金に係る

事業実績報告について、次のとおり関係書類を添えて報告します。 
 
 
１ 交付申請額  金             円 
 
 
２ 添付書類 
（１） 収支決算書及び領収書等、装置の型番及び費用の支払いが分かる書類 
（２） 装置の設置状況が分かる写真 
（３） その他市長が必要と認めた書類 

 
  



第６号様式 
 

第  号  
年  月  日  

 
住所      
法人名     
代表者職氏名  
 
 

川崎市長           印 
 
 

川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・安全対策支援事業補助金

交付額確定通知書 
 
    年 月 日付けで報告のありました川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービ

ス安心・安全対策支援事業補助金に係る事業実績について、審査の結果、次のとおり補助金

の交付額を確定しましたので、通知します。 
 
 
 
１ 補助金交付済額 A              円 
 
２ 補助金交付確定額 B             円 
 
３ 精算額 （B－A）              円 
  



第７号様式 
 

 年  月  日  
 
（宛先）川崎市長 
       
 

住所      
法人名     
代表者職氏名            

 
 

川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・安全対策支援事業補助金

に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 
 

   年  月  日  川崎市指令健障施第  号で交付決定がありました、川崎市児童発

達支援及び放課後等デイサービスの安心・安全対策支援事業補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額について、川崎市児童発達支援及び放課後等デイサービス安心・

安全対策支援事業補助金交付要綱第１３条の規定に基づき、次のとおり報告します。 
 
 

１ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０ 年法律第１７９ 号） 
第１５ 条の規定による確定額又は事業実績報告による精算額 

 
金        円 

 
 
２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入 
  控除税額（補助金返還相当額） 

 
金        円 

 
 
３ 添付書類 

記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売り上げ割合等が把握でき

る資料、特定収入の割合を確認できる資料）を添付する。 
 


